
第７回しまね産業活性化戦略会議 次第

日時 平成２４年６月１５日（金）14:00～16:00

場所 サンラポーむらくも ２階 瑞雲の間

１ 開 会

２ 知事あいさつ

３ 県内中小企業を取り巻く状況と県の主な取組み

４ 意見交換

５ 閉 会



（五十音順、敬称略）
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欧州信用不安

中国の成長鈍化傾向

経済のグローバル化

円高

人口の減少、少子高齢化

金融円滑化法がＨ24年度末で終了

電力需給

国際情勢 国内情勢

地震リスクの再評価

アジア新興国の経済成長

内外情勢・企業への影響・支援の方向性

企業支援の方向性

支援体制の充実

支援の方向性

産業集積への支援

チャレンジする企業を支援

セイフティネットの充実

国際競争の激化 製造拠点の海外シフト
マツダ生産の軸足を海外へ、パナソニック太陽電池の製造拠

点をマレーシアに

国内拠点の高度化
特殊鋼企業群の航空機産業への参入の動き、鋳物関連企業

が中子の製造装置を開発

国内マーケットの縮小

大手メーカーの経営悪化
エルピーダメモリー経営破たん、家電メーカー経営悪化

金融面での企業選別、淘汰懸念

国内企業への影響

国内製造拠点の選別

好調な島根県の企業誘致

金融円滑化法の終了

資源・エネルギーの高騰



 
 
 

中小企業支援体制の構築 

   － 詳細別紙 － 

 

産業集積への支援 

  ●特殊鋼産業クラスター高度化推進事業 

安来市周辺に集積する特殊鋼産業の強化に向け、今後成長が期待される航

空機・エネルギー分野への参入など支援 

 

  ●ものづくり産業戦略的強化事業 

県内製造業の強みとなる集積産業に対して、関連する企業の連携を促進し、

国内外の市場を見据えた経営戦略の構築や成長分野への進出などの取り

組みを支援 

 

チャレンジする企業を支援 

   今後成長が期待できる新分野への進出や技術の高度化、新商品の開

発など挑戦する企業に対して研修開発から試作開発、販路開拓、さらに

は経営力の強化を支援 

  ●発展型試作開発等助成事業 

新分野への進出などに向け、自社技術を活用した試作開発への取組みを支援 

  ●新規投資ファンド組成事業 

企業の挑戦リスクを低減し継続的に支援を行う「総合型ファンド」を組成 

  ●戦略的取引先確保推進事業 

   市場獲得に向けた展示会への出展、技術力習得のための人材派遣への支援  

 

セイフティーネットの充実 

●経営状況のきわめて厳しい事業者を支援するため「経営安定支援専門員」４

名を商工会議所、商工会連合会に配置 

●県、労働局、ハローワーク、市町村、商工団体等が連携して再就職のマッチ

ングを行う体制を構築 

海外展開支援強化・設備投資支援強化など 

県の主な施策 

当面の課題 
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内
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県段階の支援体制

商工会連合会
（広域指導センター）

中小企業団体中央会

県連絡協議会

商工会議所連合会
（松江商工会議所専門指導センター）

企業支援連携体制の構築

相談

支援

産業振興財団
（中小企業支援センター）

ワンストップ対応

中小企業連携支援体制のポイント

☆市町村と各地域の商工団体の連携を軸とした地域主体の支援体制の

推進

☆県段階における連携体制の確立と情報共有・課題検討のための連携

組織の設置

☆各支援機関でのワンストップ対応によるコーディネート機能の明確化と

☆関係支援機関の連携強化の総合

コーディネート機能

☆ものづくり、ＩＴを中心とした高度専

門的支援機関

連
携

島根県
◇商工労働部
◇土木部（建設産業対策室）

各地域の支援体制

商 工 会
商工会議所

市町村

中小企業支援推進組織

（産業支援センター等）
連携
要請
支援

相談

支援
☆地域の総合経済団体

☆顔の見える身近な相談役

☆商工業を中心とした総合的な

金融機関

保証機関等連携
連携

ワンストップ対応



■国内市場成熟、生産の海外シフトにともなう県内製造業への影響事例

１ 三菱農機（株）の経営再建と県内協力企業への影響

・三菱農機（株）は三菱重工業（株）の完全子会社として経営再建中

・農機具の国内需要減少により厳しい先行き

・島根県東部に多く集積する協力企業も一層のコストダウンや新たな受

注先確保などで自立化、事業継続をめざす要あり

２ マツダ(株)の海外シフトにともなう県内製造業の空洞化懸念

・マツダ(株)は海外生産の拡大や新興国市場の開拓にかじ取り

・県内に広く立地する協力企業（工場）の空洞化、雇用減少の懸念

・協力企業の海外進出は県内に先行事例少なく、課題多々

事業継続に向けては一層のコストダウンや新たな受注先確保などが大・

きな課題



そ の 他
(参　考)

10月 11月 12月 1月 2月 3月

＊ 鉱工業生産指数（季節調整済指数） 95.9 93.2 93.7 96.2 92.4 92.9

　　　〃　　　（原指数） 3.3 ▲ 1.1 ▲ 3.2 ▲ 1.7 0.9 ▲ 3.0

大口電力需要実績 ▲ 0.5 0.2 ▲ 4.4 ▲ 4.5 ▲ 2.8 ▲ 3.1

＊ 有効求人倍率（倍） 0.88 0.88 0.90 0.92 0.91 0.95

新規求人数 13.1 1.7 18.2 17.4 4.6 13.8

常用労働者数 1.5 1.5 1.5 0.1 ▲ 0.4 ▲ 1.1

現金給与総額 ▲ 1.1 ▲ 1.3 ▲ 1.5 1.0 ▲ 0.8 ▲ 1.6

きまって支給する給与 ▲ 0.8 ▲ 1.2 ▲ 1.3 ▲ 1.3 ▲ 0.9 ▲ 0.5

所定外労働時間(製造業) 15.2 19.2 15.3 ▲ 10.2 ▲ 8.5 ▲ 16.6

大型小売店販売額 ▲ 3.1 ▲ 3.5 ▲ 4.2 1.7 ▲ 2.1 4.2

ホームセンター販売額 5.7 6.6 10.6 0.7 ▲ 0.8 ▲ 9.6

家電量販店販売額 ▲ 30.5 ▲ 57.9 ▲ 8.0 ▲ 9.5 ▲ 17.3 ▲ 22.4

乗用車新車登録台数 34.7 28.2 15.7 25.7 28.3 63.2

出雲空港利用者数 4.7 ▲ 1.8 3.3 ▲ 0.8 3.0 26.1

建築着工床面積(非居住用) ▲ 43.2 20.5 3.5 ▲ 55.1 37.7 ▲ 20.1

公共工事請負金額 ▲ 12.2 ▲ 9.6 ▲ 24.9 ▲ 4.6 32.9 ▲ 19.4

新設住宅着工戸数 1.9 139.4 ▲ 3.3 32.6 36.1 ▲ 14.3

＊ 企業倒産件数（件） 7 4 1 1 7 7

＊ 負債総額（百万円） 2,485 690 330 42 2,056 980

銀行預金残高 2.1 1.8 3.2 2.2 1.3 3.1

銀行貸出金残高 1.2 1.9 2.1 1.6 1.8 1.6

＊ 消費者物価指数(生鮮食品を除く総合） 99.9 99.9 99.9 100.0 99.9 100.4

＊ 景気動向指数（CI先行指数） 96.2 96.7 87.2 86.2 80.8 89.6

＊ 景気動向指数（CI一致指数） 102.7 95.8 94.5 97.7 87.7 90.8

　　　平成２４年３月分 政策企画局統計調査課

統 第 ９ ７ 号 の ２

平成２４年 ５月２８日

～厳しい状況ながら
　緩やかな持ち直し
　　　　　　の動き～

 　　　－島根県の経済は、一部に持ち直しの動きがみられるものの、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体としては横ばい傾向にある－
　生産活動は横ばい圏内の動きとなっている。雇用情勢は厳しい状況ながら緩やかな持ち直
しの動きが続いている。個人消費は一部に持ち直しがみられるものの横ばい圏内の動きと
なっている。投資動向は基調として弱い動きとなっている。

　建築着工床面積(非居住用)、公共工事請負金額及び新設住宅着工戸数は▲
20.1％、▲19.4％、▲14.3％とそれぞれ前年を下回った。公共工事請負金額
は、年度累計でも▲17.8％と前年度を下回った。投資動向は、基調として弱
い動きとなっている。

～基調として
　　　　　弱い動き～

～倒産件数７件～

生産活動

企業倒産

雇用情勢

　大型小売店販売額は4.2％と２か月ぶりに上昇、ホームセンター販売額は▲
9.6％と２か月連続で、家電量販店販売額は▲22.4％と８か月連続で前年を下
回った。新車登録台数はエコカー補助金効果などにより63.2％と６か月連続
で前年を上回った。個人消費は、一部に持ち直しがみられるものの横ばい圏
内の動きとなっている。

～横ばい圏内の動き～

そ の 他

雇用情勢

企業倒産

個人消費

投資動向

金融情勢

物　　価

生産活動

経　　済　　指　　標

法人企業景気予測調査結果
（平成24年3月14日公表）

先行きについては、翌期（4～6月期）に「上昇」超に転じ、翌々期(7～9月
期)も「上昇」超で推移する見通しとなっている。

　財務省松江財務事務所の景況判断BSIは、現状(24年1～3月期)は▲29.8％ポ
イントと「下降」超幅が拡大している。

　鉱工業生産指数（季節調整済指数）は92.9となり、前年同月比は▲3.0％と
２か月ぶりに、大口電力需要実績は▲3.1％と４か月連続で前年を下回った。
生産活動は、横ばい圏内の動きとなっている。

　有効求人倍率は0.95倍と２か月ぶりに上昇、新規求人数は13.8％と20か月
連続で前年を上回った。所得面では、現金給与総額は２か月連続で、きまっ
て支給する給与は15か月連続で前年を下回った。雇用情勢は、厳しい状況な
がら緩やかな持ち直しの動きが続いている。

～貸出金残高は
    対前年1.6％増～

　銀行預金残高は45か月連続で前年を上回った。
　銀行貸出金残高は19か月連続で前年を上回った。

～対前年0.8％上昇～

島根県景気動向指数（CI）
（平成24年5月28日公表）

～一部に持ち直しが
　みられるものの
　横ばい圏内の動き～

物　　価

金融情勢

　ＣＩ先行指数は 89.6となり、２か月ぶりの上昇となった。
　ＣＩ一致指数は 90.8となり、２か月ぶりの上昇となった。

前年同月比（＊を除く）％

　消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）は100.4となり、対前年同月比
0.8％と５か月連続の上昇となった。

　企業倒産件数は７件。うち建設業は５件、製造業は０件。

個人消費

投資動向

島根県の経済動向



経済動向に関する他機関の公表資料（抜粋）

「月例経済報告（内閣府）」平成24年5月18日

 
・

・

・
・

・ 個人消費は、緩やかに増加している。
・ 物価の動向を総合してみると、下落テンポが緩和しているものの、緩やかなデフレ状況にある。

「中国地域の経済動向（中国経済産業局）」 平成24年5月24日

　１．生産動向…横ばいながらも弱含み ２．景 況 感…足踏み
　３．産業用電力需要…減少 ４．物　　価…消費者物価は上昇
　５．個人消費…やや弱含み
　６．設備投資…持ち直しの動き ７．建設動向…公共工事は減少、住宅建設は増加
　８．雇用動向…厳しい状況ながら持ち直しの動き
　９．企業倒産…件数は増加 10．貿　　易…輸出、輸入ともに減少

「山陰の金融経済動向（日本銀行松江支店）」 2012年4月27日

・ 生産は、持ち直しに向かう動きもみられるが、横ばい圏内で推移している。
・
・

・ 公共投資は、下げ止まっている
・ 住宅投資は、引き続き水準は低いものの、持ち直しつつある。
・

「山陰経済動向（山陰経済経営研究所）」 2012年4月27日

・
・
・
・
・
・
・

「島根県の経済情勢（財務省松江財務事務所）」平成24年4月25日(四半期ごとに公表)

・ 個人消費 一部に明るい動きがみられる
・ 生産活動 おおむね横ばいとなっている
・ 雇用情勢 一部で緩やかな持ち直しの動きがみられるが、厳しい状況が続いている
・ 公共事業 前年度を下回っている
・ 設備投資 23年度は増加見込み
・ 企業収益 23年度は減益見込み

島
根
県

設備投資は、全産業で前年度を上回る計画（当社企業動向調査3月）。
住宅建設は、増勢が鈍化している。
個人消費は、総じて低調な推移ながら一部で底入れの兆しがうかがえる。

雇用情勢は、島根県は緩やかに回復している。
企業の業況判断は、足元（2011年度下期）、製造業で悪化、非製造業で改善し、全産業で改善となった(▲22.9→
▲6.3)。先行き(2012年度上期)については、製造業が改善、非製造業が悪化を予想しており、全産業でやや悪化
(▲6.3→▲9.7)の見通しとなっている。(当社企業動向調査3月)。

生産は、業種間でばらつきがあるものの、横ばい圏内での推移となっている。

　～おおむね横ばいとなっている～

公共投資は、水準は低いながらも底入れしつつある。

　山陰両県の景気は、持ち直しに向かう動きもみられるが、横ばい圏内で推移している。すなわち、生産は、持ち
直しに向かう動きもみられるが、横ばい圏内で推移している。個人消費は、横ばい圏内の動きとなっている。公共
投資は、下げ止まっている。設備投資は、持ち直しつつある。住宅投資は、引き続き水準は低いものの、持ち直し
つつある。この間、雇用・所得情勢は、引き続き厳しい状況にある。

　先行きについては、復興需要等を背景に、景気回復の動きが確かなものとなることが期待される。ただし、欧州
政府債務危機を巡る不確実性が再び高まっており、これらを背景とした金融資本市場の変動や海外景気の下振れ等
によって、我が国の景気が下押しされるリスクが存在する。また、電力供給の制約や原油高の影響、さらには、デ
フレの影響等にも注意が必要である。

雇用・所得情勢は、引き続き厳しい状況にある。

　設備投資は回復しているものの、生産は横ばいで推移し、公共投資は低水準で推移するなど、総じて横ばい圏内
の動きとなっている。

設備投資は、持ち直しつつある。

　中国地域の経済は、生産は横ばいながらも弱含み、個人消費がやや弱含みなど、横ばいながらも一部に弱い動
き。

個人消費は、横ばい圏内の動きとなっている。

　景気は、依然として厳しい状況にあるものの、復興需要等を背景として、緩やかに回復しつつある。

全

国

中
国
地
方

山
陰
地
方

生産は、緩やかに持ち直している。輸出は、持ち直しの動きがみられる。
企業収益は、減少してきたものの、下げ止まりの兆しもみられる。設備投資は、このところ持ち直しの動きが見ら
れる。

雇用情勢は、持ち直しているものの、東日本大震災の影響もあり依然として厳しい。

～　横ばいながらも一部に弱い動き　～

企業の業況判断は、大企業製造業で下げ止まっており、全体としては小幅改善となっている。



経済指標の推移

【 生産活動 】 ～横ばい圏内の動き～

鉱工業生産指数（季節調整済　平成１７年＝１００）
 

94 -0.4 80.4 64.3 164.5

～一部に 　大型小

（注）対前年比は、島根県の原指数 （県統計調査課、経済産業省）

島根県鉱工業生産指数（業種別）

 　ＣＩ先行指数は 96.3となり、２か月ぶりの上昇となった。　ＣＩ一致指数は 90.8となり、２か月ぶりの上昇となった。

　（県統計調査課）

大口電力需要実績

　　（中国電力㈱）
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【 雇用情勢 】   ～厳しい状況ながら緩やかな持ち直しの動き～

有効求人倍率（学卒を除き、パートを含む）

（厚生労働省）

新規求人数

（島根労働局）

常用労働者数（５人以上・調査産業計）

（県統計調査課）
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【 企業倒産 】 ～倒産件数７件～

企業倒産件数、負債総額

　　（㈱東京商工リサーチ）

【 金融情勢 】  ～貸出金残高は対前年1.6％増～

銀行預金残高

　　（日本銀行）

銀行貸出金残高

　　（日本銀行）
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平成２１年度

島根県県民経済計算

（確報）

ポイントポイントポイントポイント

平成２１年度の県内総生産（名目）は、２兆３３３６億円

（平成２０年度 ２兆３６５９億円）

対前年度増加率（経済成長率）は、名目 １．４％のマイナス

実質 ０．０％（0.01％）のマイナス

一人当たり県民所得は、２２６万５千円（平成２０年度 ２２４万９千円）

対前年度増加率 ０．７％増加

対全国比で ８５．２（平成２０年度 ８１．６）

[生産] ◇電気・ガス・水道業（21.9％）などが増加し、建設業（▲7.9％）、サー

ビス業（▲3.0％）などは減少した。

[分配] ◇企業所得（3.0％）が増加したが、雇用者報酬（▲0.9％）、財産所得

（▲13.5％）は減少したため、県民所得（▲0.2％）は減少した。

[支出] ◇消費は、民間最終消費支出(▲1.0％)が減少し、政府最終消費支出(1.3％)

は増加した。

◇投資は、民間固定資本形成(▲18.3％)が減少し、公的固定資本形成(15.2

％)は増加した。

平成23年12月

島根県政策企画局統計調査課

調査分析グループ

ＴＥＬ 0852 － 22 － 5070



１１１１ 平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度のののの概要概要概要概要

（１）日本経済の動向

平成21年度の日本経済は、前年９月のリーマンショック後の大幅な景気悪化を経て、春頃か

ら持ち直しの局面となった。ただし、これは新興国向けの輸出の改善やエコカー減税・補助金、

家電エコポイント制度等の経済対策による個人消費の増加によるもので、設備投資や住宅投資

などの民間需要は弱く、自立的回復には至らなかった。このため、平成21年度の国内総生産（Ｇ

ＤＰ）は、名目で474.0兆円と前年度比3.7％減となった。また、物価変動分を除いた実質経済

成長率は、前年度比2.4％減となった。（表１、図１）

（２）島根県経済の動向

このような状況の中で、本県においては電気・ガス・水道業などが増加したものの、建設業、

サービス業などは減少したことから、平成21年度の県内総生産は、名目では2兆3336億円で前

年度比1.4％減となり、実質では2兆6596億円で前年度比0.0％（0.01％）減となった。また、

平成21年度の県民所得は1兆6264億円で前年度比0.2％減となり、一人当たり県民所得は226万5

千円で前年度比0.7％増となった。（表１、図１）

(注）マイナス表記 ： 県（－）、国（▲）

 表１　県民経済計算の概要

名　 目            2兆3,659億円 ▲6.3 %            2兆3,336億円 ▲1.4 %

実 　質            2兆6,598億円 ▲5.2 2兆6,596億円 ▲0.0

           1兆6,301億円 ▲9.2 1兆6,264億円 ▲0.2

             224万9千円 ▲8.4 226万5千円 0.7

名　 目         492兆670億円 ▲4.6 474兆402億円 ▲3.7

実 　質         539兆4,840億円 ▲4.1  526兆7,353億円 ▲2.4

        351兆8,834億円 ▲7.1 339兆2,234億円 ▲3.6

             275万6千円 ▲7.0 266万0千円 ▲3.5

（注）総生産の実質値は、連鎖方式（平成12暦年連鎖価格）による。

－

（一人当たり国民所得＝１００）

一人当たり県民所得水準

81.6 85.2－

  一  人  当  た  り  国  民  所  得

区　　　　　　　　分

県　内　総　生　産

    県 　 民  　所  　得

  一  人  当  た  り  県  民  所  得

島

根

国　内　総　生　産

国

    国 　 民  　所  　得

対 前 年 度

増 加 率
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　図１　経済成長率の推移
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（３）県内総生産と全国シェアの推移

県内総生産(名目)の推移をみると、21年度は８年度以降最も低くなった。また、21年度の全

国シェアは、前年度の0.48％から増加し0.49％となった。（図２）

２２２２ 経済活動別県内総生産経済活動別県内総生産経済活動別県内総生産経済活動別県内総生産

県内総生産は、名目で2兆3336億円で前年度比1.4％減となった。（表２、図３）

（１）第一次産業

第一次産業の総生産は、農業の産出額が減少したことなどにより、前年度比3.8％減で484

億円となり、５年連続の減少となった。

（２）第二次産業

第二次産業の総生産は、前年度比3.8％減で4970億円となり、２年連続の減少となった。

このうち製造業は、一次金属などは増加したが、一般機械、輸送用機械などが減少したこ

とから、全体では前年度比0.8％の減少となった。また建設業は、民間部門で建築工事など

が減少したことにより、前年度比7.9％の減少となった。

（３）第三次産業

第三次産業の総生産は、前年度比0.5％減で1兆8546億円となり、２年連続の減少となった。

このうち電気・ガス・水道業は、電気業の燃料価格低下に伴う原料費の減少により、前年

度比21.9％の増加となった。一方、運輸・通信業は前年度比3.5％の減少となり、またサー

ビス業は、対事業所サービス業及び対個人サービス業が減少したことにより、前年度比3.0

％の減少となった。

（４）経済活動別寄与度

県内総生産の対前年度増加率1.4％減に対する経済活動別寄与度をみると、電気・ガス・

水道業が1.0％プラスに寄与したのに対して、建設業が▲0.7％及びサービス業が▲0.7％と

それぞれマイナスに寄与した。

 図２　県内総生産(名目)と全国シェアの推移
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また、産業（３部門）別の寄与度は、第一次産業が▲0.1％、第二次産業が▲0.8％及び第

三次産業が▲0.4％とそれぞれマイナスに寄与した。（表２、図４）

 表２  経済活動別県（国）内総生産（名目）

単位：１００万円、％

実　　　　　数 対前年度増加率 構     成     比 対前年度増加寄与度

項         目 島  根  県 島  根  県 国 島  根  県 国 島  根  県 国

20年度 21年度 20年度 21年度 21暦年 20年度 21年度 21暦年 20年度 21年度 21暦年

 県(国)内総生産 2,365,861 2,333,570 ▲ 6.3 ▲ 1.4 ▲ 6.6 100.0 100.0 100.0 ▲ 6.3 ▲ 1.4 ▲ 6.6

　１．産     業 1,928,570 1,906,371 ▲ 8.1 ▲ 1.2 ▲ 7.6 81.5 81.7 89.9 ▲ 6.7 ▲ 0.9 ▲ 6.9

(1) 農林水産業 50,370 48,440 ▲ 4.2 ▲ 3.8 ▲ 7.4 2.1 2.1 1.4 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.1

(2) 鉱業 4,307 4,001 ▲ 14.1 ▲ 7.1 ▲ 3.5 0.2 0.2 0.1 ▲ 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0

(3) 製造業 293,239 290,886 ▲ 27.3 ▲ 0.8 ▲ 17.7 12.4 12.5 18.0 ▲ 4.4 ▲ 0.1 ▲ 3.6

(4) 建設業 219,314 202,087 ▲ 0.1 ▲ 7.9 ▲ 2.6 9.3 8.7 6.2 ▲ 0.0 ▲ 0.7 ▲ 0.2

(5) 電気･ｶﾞｽ･水道業 102,520 125,000 ▲ 15.5 21.9 21.0 4.3 5.4 2.3 ▲ 0.7 1.0 0.4

(6) 卸売・小売業 203,972 199,616 ▲ 0.8 ▲ 2.1 ▲ 14.9 8.6 8.6 12.5 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 2.0

(7) 金融・保険業 99,715 99,407 ▲ 17.6 ▲ 0.3 ▲ 8.4 4.2 4.3 5.8 ▲ 0.8 ▲ 0.0 ▲ 0.5

(8) 不動産業 304,590 306,434 1.1 0.6 0.8 12.9 13.1 13.2 0.1 0.1 0.1

(9) 運輸・通信業 125,980 121,604 ▲ 0.6 ▲ 3.5 ▲ 6.2 5.3 5.2 6.8 ▲ 0.0 ▲ 0.2 ▲ 0.4

(10) サービス業 524,561 508,898 ▲ 3.1 ▲ 3.0 ▲ 2.6 22.2 21.8 23.5 ▲ 0.7 ▲ 0.7 ▲ 0.6

　２．政府サービス生産者 427,694 419,191 ▲ 0.1 ▲ 2.0 ▲ 2.1 18.1 18.0 10.0 ▲ 0.0 ▲ 0.4 ▲ 0.2

　３．対家計民間非営利 74,909 74,499 3.7 ▲ 0.5 ▲ 1.0 3.2 3.2 2.3 0.1 ▲ 0.0 ▲ 0.0

　　  サービス生産者

　（控除）帰属利子等 65,313 66,492 ▲ 11.9 1.8 ▲ 8.6 2.8 2.8 3.9 ▲ 0.4 0.1 ▲ 0.3

（参考）第一次産業 50,370 48,440 ▲ 4.2 ▲ 3.8 ▲ 7.4 2.1 2.1 1.4 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.1

　　　 　第二次産業 516,861 496,973 ▲ 17.7 ▲ 3.8 ▲ 14.3 21.8 21.3 24.3 ▲ 4.4 ▲ 0.8 ▲ 3.8

　　　 　第三次産業 1,863,943 1,854,648 ▲ 2.8 ▲ 0.5 ▲ 4.4 78.8 79.5 76.4 ▲ 2.1 ▲ 0.4 ▲ 3.3

図３　経済活動別県内総生産(名目）の推移
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平成２２年調査結果の概要 

（従業者４人以上の事業所） 

増減数 増減率　(％)

(事業所) 1,547 1,416 1,359 ▲ 57 ▲ 4.0

(人) 44,190 42,312 42,771 459 1.1

(億円) 1兆  771  8732  9840 1108 12.7

(億円)  1579  1450  1488 38 2.6

(億円)  7011  5272  6033 761 14.4

(億円)  3204  2766  3369 603 21.8

従 業 者 数 (人) 28.6 29.9 31.5 1.6 5.3

製造品出荷額等 (万円) 6億9622 6億1665 7億2406 1億  741 17.4

付加価値額 (万円) 2億  709 1億9531 2億4789 5258 26.9

現金給与総額 (万円)  357  343  348 5 1.5

製造品出荷額等 (万円)  2437  2064  2301 237 11.5

付加価値額 (万円)  725  654  788 134 20.5

付加価値額

１事業所
当たり

従業者
１人

当たり

区　　　　　　　分 平成２０年 平成２１年 平成２２年
対　前　年

事 業 所 数

従 業 者 数

製造品出荷額等

現金給与総額

原材料使用額等

1 食料品 344 1 電子部品・デバイス 6,712 1 鉄鋼  1578 1 鉄鋼  698

2 繊維 149 2 食料品 6,356 2 情報通信機械  1565 2 電子部品・デバイス  541

3 窯業・土石製品 116 3 鉄鋼 3,897 3 電子部品・デバイス  1295 3 食料品  281

1 鉄鋼 3 1 電子部品・デバイス 352 1 鉄鋼  418 1 電子部品・デバイス  270

2 飲料･たばこ･飼料 2 2 輸送用機械 176 2 電子部品・デバイス  294 2 鉄鋼  116

3 パルプ・紙 1 3 業務用機械 146 3 輸送用機械  136 3 輸送用機械  82

印刷 1

業務用機械 1

その他の製造業 1

1 食料品 ▲ 26 1 食料品 ▲ 177 1 繊維 ▲ 42 1 繊維 ▲ 27

2 木材製品 ▲ 8 2 情報通信機械 ▲ 121 2 窯業・土石製品 ▲ 21 2 家具 ▲ 12

3 繊維 ▲ 7 3 木材製品 ▲ 111 3 食料品 ▲ 19 3 窯業・土石製品 ▲ 8

1 出雲市 271 1 出雲市 7,695 1 斐川町  2634 1 安来市  728

2 松江市 237 2 斐川町 6,878 2  安来市  1614 2 斐川町  507

3 浜田市 140 3  安来市 5,178 3 出雲市  1184 3 出雲市  492

(増加18業種)

区　分 　　　 事業所数 (事業所）       従業者数 　(人) 　製造品出荷額等 (億円) 　   付加価値額  (億円)

上位
3市町村

1,359 42,771  9840  3369

(増加17業種)

減少した
上位３業種

(減少13業種) (減少7業種) (減少6業種) (減少7業種)

県　計

上位
3業種

増加した
上位３業種

(増加6業種) (増加17業種)



 

 

３ 全国における島根県の地位等  （従業者４人以上の事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

事業所数 従業者数 製造品出荷額等 付加価値額

（事業所） （人） （百万円） （百万円）

　製造業計 1,359 42,771 984,002 336,880

44位 44位 44位 44位

全国占有率 (%) 0.61 0.56 0.34 0.37

4位 4位 4位 4位

中国地方占有率 (%) 10.03 8.18 4.00 5.32

42 佐賀県 　(1,487) 和歌山県(48,873) 秋田県(1,317,579) 秋田県 (484,335)

43 徳島県　 (1,423) 徳島県  (48,156) 宮崎県(1,311,966) 宮崎県 (459,939)

44 島根県   (1,359) 島根県  (42,771) 島根県  (984,002) 島根県 (336,880)

45 沖縄県   (1,262) 鳥取県  (34,273) 鳥取県  (842,771) 鳥取県 (264,326)

46 高知県   (1,080) 沖縄県  (24,830) 沖縄県  (565,460) 高知県 (170,167)

47 鳥取県   (  951) 高知県  (24,325) 高知県  (468,063) 沖縄県 (145,630)

本県の主要産業の状況

33 3,897 157,777 69,814

31位 17位 23位 16位

全国占有率 (%) 0.74 1.77 0.87 1.93

4位 4位 4位 4位

中国地方占有率 (%) 9.79 13.55 4.81 13.26

25 6,712 129,477 54,148

37位 32位 41位 40位

全国占有率 (%) 0.51 1.48 0.78 0.95

4位 3位 5位 5位

中国地方占有率 (%) 12.95 20.22 9.75 13.51

344 6,356 71,473 28,119

40位 45位 46位 46位

全国占有率 (%) 1.14 0.57 0.30 0.32

4位 5位 5位 5位

中国地方占有率 (%) 16.48 9.13 5.18 5.62

42 2,919 81,067 23,103

36位 39位 38位 38位

全国占有率 (%) 0.38 0.31 0.15 0.17

4位 4位 4位 4位

中国地方占有率 (%) 4.13 3.34 1.69 1.72

（注） 本県の主要産業は、平成２２年において、付加価値額が高い上位４業種とした。

都道府県順位

中国地方順位

都道府県順位

中国地方順位

　電子部品・デバイス

　食料品

　輸送用機械

　鉄鋼業

都道府県順位

中国地方順位

都道府県順位

中国地方順位

類似団体

区　　　　　分

都道府県順位

中国地方順位

島根県の主要産業の状況 

(注)島根県の主要産業は、平成２２年において、付加価値額が高い上位４業種とした。 



 

１ 平成２２年の結果と最近１０年間の推移 (従業者 4 人以上の事業所) 

(1) 事業所数  1,359 事業所 [ 前年より▲57 事業所（▲4.0％）の減 ] 

・平成２２年は１,３５９事業所で、前年 
の１,４１６事業所に比べ、５７事業所 
（▲4.0％）減少した。 

 

・最近１０年間の推移をみると、平成１３ 
年の１,９１５事業所から概ね減少傾向が 
続いており、平成２２年は１,４００事業 
所を下回った。      (図１－１) 

 
 
 
 
 

(2) 従業者数  4 万 2771 人 [ 前年より 459 人（1.1％）の増 ] 

・平成２２年は４万２７７１人で、前年の 
４万２３１２人に比べ、４５９人(1.1％) 
増加した。 

 

・最近１０年間の推移をみると、平成１６ 
年まで連続して減少し、平成１７年以降 
概ね４万人台の前半で推移しており、平 
成２２年は３年ぶりに僅かに前年を上回 
った。          (図１－２)  

 
 
 
 
 

(3) 製造品出荷額等  9840 億円 [ 前年より 1108 億円（12.7％）の増 ] 

・平成２２年は９８４０億円で、前年の 
８７３２億円に比べ、１１０８億円 
(12.7％）増加した。 

 
・平成１９年に１兆２０１５億円となった 
が、平成２０年から２年連続して大幅に 
減少し、平成２２年は３年ぶりに増加し 
た。            (図１－３) 

 
 
                  

図 1-1 事業所数の推移 

図 1-2 従業者数の推移 

図 1-3 製造品出荷額等の推移 

※H19年から調査内容が変更になったため、H18年以前の数値とは接続しない。 



 

 

(4) 現金給与総額  1488 億円 [ 前年より 38 億円（2.6％）の増 ] 

・平成２２年は１４８８億円で、前年の 
１４５０億円に比べ、３８億万円(2.6％） 
増加した。 

 
・最近１０年間の推移をみると、平成１７ 
年から３年連続して増加し、１９年に 
１６２０億円となったが、平成２０年か 
ら２年連続して減少し、平成２２年は３ 
年ぶりに増加した。   （図１－４） 

 
 
 

 

(5) 原材料使用額等  6033 億円 [ 前年より 761 億円（14.4％）の増 ] 

・平成２２年は６０３３億円で、前年の 
５２７２億円に比べ、７６１億円(14.4 
％）増加した。 

 
・平成１９年に７５５０億円となったが、 
平成２０年から２年連続して大幅に減少 
し、平成２２年は３年ぶりに増加した。 
              (図１－５)  

 
 
 

 

 

 

(6) 付加価値額  3369 億円 [ 前年より 603 億円（21.8％）の増 ] 

・平成２２年は３３６９億円で、前年の 
２７６６億円に比べ、６０３億円(21.8 
％）増加した。 

 
・平成１９年に４０５８億円となったが、 
平成２０年から２年連続して大幅に減少 
し、平成２２年は３年ぶりに増加した。 

     (図１－６) 
 
 
 

図 1-4 現金給与総額の推移 

 

図 1-5 原材料使用額等の推移 

図 1-6 付加価値額の推移 

※H19 年から調査内容が変更になったため、H18 年以前の数値とは接続しない。 

※H19年から調査内容が変更になったため、H18年以前の数値とは接続しない。 



２ 事業所数 (従業者４人以上の事業所) 
 
最も多いのは食料品で ３４４事業所（構成比２５.３％） 
 
(1) 産業中分類別 

・平成２２年は、１,３５９事業所で、前年の１,４１６事業所に比べ、５７事業所（▲4.0％）減少した。 

・増減をみると、前年に比べ増加したのは、鉄鋼業の３事業所（10.0％）、飲料・たばこ・飼料の２事業所（3.4％） 

などの６業種であった。一方、減少したのは、食料品の２６事業所（▲7.0％）、木材製品の８事業所（▲8.5％） 

などの１３業種であった。                              （図２－１） 

・構成をみると、食料品が３４４事業所（構成比25.3％)で最も多く、次いで繊維の１４９事業所（同11.0％）、 

窯業・土石製品の１１６事業所（同8.5％）などの順となっており、上位５業種で県全体の５８.３％を占め 

ている。                                      （図２－２） 

・構成比上位５業種をみると、前年に比べ全ての業種で減少している。          （表２－１） 

・最も構成比の大きい食料品を小分類別にみると、水産食料品が１０６事業所で最も多く、次いでその他の食 

料品の９８事業所、パン・菓子の７４事業所などの順となっている。         （県統計表 第４表） 

・従業者規模別に構成をみると、３００人以上を除く全ての規模で、食料品が最も多くなっている。 

    （県統計表 第１１表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1 産業中分類別事業所数の増減（H22年-H21年） 

） 

図2-2 産業中分類別事業所数の構成（H22年） 

表2-1 産業中分類別事業所数の推移（上位5業種） 

増減数 増減率

合　計 1,416 100.0 1 ,359 100.0 ▲ 57 ▲ 4.0

1 食料品 370 26.1 344 25.3 ▲ 26 ▲ 7.0

2 繊維 156 11.0 149 11.0 ▲ 7 ▲ 4.5

3 窯業・土石製品 120 8.5 116 8.5 ▲ 4 ▲ 3.3

4 金属製品 96 6.8 92 6.8 ▲ 4 ▲ 4.2

5 生産用機械 95 6.7 91 6.7 ▲ 4 ▲ 4.2

順位
産業中分類

平成21年

実数 構成比

単位：事業所、％

平成22年

対前年
実数 構成比

食料品

344

25.3%

繊維

149

11.0%

窯業・・

土石製品

116

8.5%

金属製品

92

6.8%

生産用機械

91

6.7%

木材製品

86

6.3%

飲料・たば

こ・飼料・

61

4.5%

その他合計

420

30.9%

単位：事業所

-26
2

-7
-8

-1
1
1

0
-2

0
0
0

-4
3

0
-4

-1
-4

1
-2

-3
-1

-3
1

食料品
飲料・ たばこ・ 飼料

繊維
木材製品

家具
パルプ・ 紙

印刷
化学

石油・ 石炭製品
プラスチック製品

ゴム製品
皮革

窯業・ 土石製品
鉄鋼

非鉄金属
金属製品

はん用機械
生産用機械
業務用機械

電子部品・ デバイス
電気機械

情報通信機械
輸送用機械

その他の製造業

単位： 事業所



３ 従業者数 (従業者４人以上の事業所) 
 
電子部品・デバイスで ３５２人の増加、食料品で ▲１７７人の減少 
 

(1) 産業中分類別 

・平成２２年は、４２,７７１人で、前年の４２,３１２人に比べ、４５９人（1.1％）増加した。 

・増減をみると、前年に比べ増加したのは、電子部品・デバイスの３５２人（5.5％）、輸送用機械の１７６人 

（6.4％）などの１７業種であった。一方、減少したのは、食料品の１７７人（▲2.7％）、情報通信機械の 

１２１人（▲8.6％）などの７業種であった。                     （図３－１） 

・構成をみると、電子部品・デバイスが６,７１２人（構成比15.7％)で最も多く、次いで食料品の６,３５６ 

人（同14.9％）、鉄鋼の３,８９７人（同9.1％）などの順となっており、上位５業種で県全体の５４.２％を 

占めている。                                     （図３－２） 

・構成比上位５業種をみると、前年に比べ電子部品・デバイスなど４業種で増加し、食料品の１業種で減少し 

ている。                                       （表３－１） 

・最も構成比の大きい電子部品・デバイスを小分類別にみると、電子部品が５,３９５人で最も多く、次いで電 

子デバイスの８０９人などの順となっている。                 （県統計表 第５表） 

・従業者規模別に構成をみると、３００人以上を除く全ての規模で、食料品が最も多くなっている。 

（県統計表 第１２表） 

 ・１事業所当たりの従業者数をみると、全体では３１.５人で、前年の２９.９人に比べ、１.６人（5.4％）増 

加した。また、産業中分類別では、電子部品・デバイスが２６８.５人で最も多く、次いで業務用機械の 

１４７.３人などの順となっている。                    （県統計表 第１９表） 

・ 男女別にみると、男が２７,６８６人（構成比64.7％）、女が１５,０８５人（同35.3％）となっている。 ま

た、産業中分類別にみると、電子部品・デバイス、鉄鋼で男が多く、食料品、繊維で女が多くなっている。 

                       （県統計表 第１７表） 

                                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-1 産業中分類別従業者数の増減（H22年-H21年） 図3-2 産業中分類別従業者数の構成（H22年） 

表3-1 産業中分類別従業者数の推移（上位5業種） 

増減数 増減率

合　計 42,312 100.0 42 ,771 100.0 459 1.1

1 電子部品・デバイス 6,360 15.0 6 ,712 15.7 352 5.5

2 食料品 6,533 15.4 6 ,356 14.9 ▲ 177 ▲ 2.7

3 鉄鋼 3,785 8.9 3 ,897 9.1 112 3.0

4 繊維 3,288 7.8 3 ,297 7.7 9 0.3

5 輸送用機械 2,743 6.5 2 ,919 6.8 176 6.4

平成22年

対前年
実数 構成比順位

産業中分類

平成21年

実数 構成比

単位：人、％

電子部品・

デバイス・

6,712

15.7%

食料品

6,356

14.9%

鉄鋼

3,897

9.1%
繊維

3,297

7.7%

輸送用機械

2,919

6.8%

生産用機械

2,685

6.3%

電気機械

1,872

4.4%

その他合計

15,033

35.1%

単位：人-177
59

9
-111

-91
8
5

50
3

50
49

1
-41

112
31

15
-43

80
146

352
-110

-121
176

7

食料品
飲料・たばこ・飼料

繊維
木材製品

家具
パルプ・紙

印刷
化学

石油・石炭製品
プラスチック製品

ゴム製品
皮革

窯業・土石製品
鉄鋼

非鉄金属
金属製品

はん用機械
生産用機械
業務用機械

電子部品・デバイス
電気機械

情報通信機械
輸送用機械

その他の製造業

単位：人



４ 製造品出荷額等 (従業者４人以上の事業所) 
 
鉄鋼で ４１８億円（３６.１％）、電子部品・デバイスで ２９４億円（２９.４％）の増加 
 
(1) 産業中分類別 

・平成２２年は、９８４０億円で、前年の８７３２億円に比べ、１１０８億円（12.7％）増加した。 

・増減をみると、前年に比べ増加したのは、鉄鋼の４１８億円（36.1％）、電子部品・デバイスの２９４億円 

（29.4％）、輸送用機械の１３６億円（20.1％）などの１８業種であった。一方、減少したのは、繊維の４ 

２億円（▲13.1％）、窯業・土石製品の２１億円（▲5.6％）などの６業種であった。    （図４－１） 

・構成をみると、鉄鋼が１５７８億円（構成比16.0％)で最も多く、次いで情報通信機械の１５６５億円（同 

15.9％）、電子部品・デバイスの１２９５億円（同13.2％）などの順となっており、上位５業種で県全体の 

６０.６％を占めている。                               （図４－２） 

・構成比上位５業種をみると、前年に比べ鉄鋼など４業種で増加し、食料品の１業種で減少している。 

（表４－１） 

・１事業所当たりの金額をみると、全体では７２４百万円で、前年の６１７百万円に比べ、１０７百万円（17.4％） 

増加した。産業中分類別では、情報通信機械が１３０億３８百万円（前年に比べ11.9％増）で最も多く、次 

いで電子部品・デバイスの５１７９百万円、鉄鋼の４７８１百万円などの順となっている。 

・従業者１人当たりの金額をみると、全体では２３０１万円で、前年の２０６４万円に比べ、２３７万円（11.5 

％）増加した。産業中分類別では、情報通信機械が１億２２０４万円（前年に比べ13.0％増）で最も多く、 

次いで石油・石炭製品の４０８６万円、鉄鋼の４０４９万円などの順となっている。 （県統計表 第１９表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-1 産業中分類別製造品出荷額等の増減（H22年-H21年） 図4-2 産業中分類別製造品出荷額等の 

構成（H22年） 

表4-1 産業中分類別製造品出荷額等の推移（上位5業種） 

-187,452 
-23,114 

-423,881 
189,498 

-127,838 
349,106 

93,682 
614,250 

8,120 
72,578 
166,868 

5,900 
-205,878 

4,181,232 
449,876 

111,779 
207,630 
208,002 
303,114 

2,943,063 
307,993 
495,715 

1,356,456 
-14,538 

食料品
飲料・たばこ・飼料

繊維
木材製品

家具
パルプ・紙

印刷
化学

石油・石炭製品
プラスチック製品

ゴム製品
皮革

窯業・土石製品
鉄鋼

非鉄金属
金属製品

はん用機械
生産用機械
業務用機械

電子部品・デバイス
電気機械

情報通信機械
輸送用機械

その他の製造業

単位：万円

鉄鋼

1578

16.0%

情報通

信機械

1565

15.9%

電子部品・

デバイス・

1295

13.2%
輸送用機械

811

8.2%

食料品

715

7.3%

生産用機械

483

4.9%

はん用機械

415

4.2%

その他合計

2980

30.3%

単位：億円

増減数 増減率

合　計 87,318,083 100.0 98 ,400 ,244 100.0 11,082,161 12.7

1 鉄鋼 11,596,449 13.3 15 ,777 ,681 16.0 4,181,232 36.1

2 情報通信機械 15,149,739 17.4 15 ,645 ,454 15.9 495,715 3.3

3 電子部品・デバイス 10,004,667 11.5 12 ,947 ,730 13.2 2,943,063 29.4

4 輸送用機械 6,750,292 7.7 8 ,106 ,748 8.2 1,356,456 20.1

5 食料品 7,334,761 8.4 7 ,147 ,309 7.3 ▲ 187,452 ▲ 2.6

順位
産業中分類

平成21年

実数 構成比

単位：万円、％

平成22年

対前年
実数 構成比



５ 現金給与総額 (従業者４人以上の事業所) 
 
電子部品・デバイスで ５１億円の増加、情報通信機械で ▲２４億円の減少 
 
(1) 産業中分類別 

・平成２２年は、１４８８億円で、前年の１４５０億円に比べ、３８億円（2.6％）増加した。 

・増減をみると、前年に比べ増加したのは、電子部品・デバイスの５１億円（20.4％）、鉄鋼の１０億円（4.6％） 

などの１１業種であった。一方、減少したのは、情報通信機械の２４億円（▲39.3％）、木材製品の３億円 

（▲8.4％）などの１３業種であった。                        （図５－１） 

・構成をみると、電子部品・デバイスが３００億円（構成比20.2％)で最も多く、次いで鉄鋼の２２２億円 

（同14.9％）、食料品の１３５億円（同9.1％）などの順となっており、上位５業種で県全体の５８.５％を 

占めている。                                     （図５－２） 

・構成比上位５業種をみると、前年に比べ電子部品・デバイスなど３業種で増加し、食料品などの２業種で減 

少している。                                    （表５－１） 

・最も構成比の大きい電子部品・デバイスを小分類別にみると、電子部品が２５９億円で最も多く、次いで電 

子デバイスの３０億円、その他の電子部品等の６億円などの順となっている。   （県統計表 第７表） 

・従業者規模別に構成をみると、９９人以下の全ての規模で食料品が最も多く、１００～２９９人の規模では 

輸送用機械が、３００人以上の規模では電子部品・デバイスが最も多くなっている。 （県統計表 第１４表） 

・１事業所当たりの金額をみると、全体では１０９百万円で、前年の１０２百万円に比べ、７百万円（6.9％） 

増加した。産業中分類別では、電子部品・デバイスが１２０２百万円（前年に比べ30.0％増）で最も多く、 

次いで鉄鋼の６７２百万円、非鉄金属の６１０百万円などの順となっている。  （県統計表 第１９表） 

・従業者１人当たりの金額をみると、全体では３４８万円で、前年の３４３万円に比べ、５万円（1.5％）増加

した。産業中分類別では、鉄鋼が５６９万円（前年に比べ1.6％増）で最も多く、次いではん用機械の５２

５万円、非鉄金属の５２４万円などの順となっている。           （県統計表 第１９表） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図5-1 産業中分類別現金給与総額の増減（H22年-H21年） 図5-2 産業中分類別現金給与総額の構成（H22年） 

表5-1 産業中分類別現金給与総額の推移（上位5業種） 

-18,566 

13,309 
-18,616 
-32,491 
-24,875 
-13,343 
-2,237 

19,594 
1,949 

-22,959 
28,679 

253 
-8,894 

98,427 
38,582 

-3,527 
49,946 

7,026 
50,033 

509,067 
-30,191 

-235,503 
-26,594 

-3,556 

食料品
飲料・たばこ・飼料

繊維
木材製品

家具
パルプ・紙

印刷
化学

石油・石炭製品
プラスチック製品

ゴム製品
皮革

窯業・土石製品
鉄鋼

非鉄金属
金属製品

はん用機械
生産用機械
業務用機械

電子部品・デバイス
電気機械

情報通信機械
輸送用機械

その他の製造業

単位：万円

電子部品・

デバイス・

300

20.2%

鉄鋼

222

14.9%

食料品

135

9.1%輸送用機械

115

7.8%

生産用機械

97

6.5%

繊維

67

4.5%

はん用機械

66

4.5%

その他合計

484

32.5%

単位：億円

単位：万円、％

増減数 増減率

合　計 14,503,412 100.0 14 ,878 ,925 100.0 375,513 2.6

1 電子部品・デバイス 2,494,766 17.2 3 ,003 ,833 20.2 509,067 20.4

2 鉄鋼 2,119,136 14.6 2 ,217 ,563 14.9 98,427 4.6

3 食料品 1,371,208 9.5 1 ,352 ,642 9.1 ▲ 18,566 ▲ 1.4

4 輸送用機械 1,181,556 8.1 1 ,154 ,962 7.8 ▲ 26,594 ▲ 2.3

5 生産用機械 966,748 6.7 973 ,774 6.5 7,026 0.7

順位
産業中分類

平成21年

実数 構成比

平成22年

対前年
実数 構成比



６ 原材料使用額等 (従業者４人以上の事業所) 
 
鉄鋼で ４０３億円、電子部品デバイスで １５５億円の増加 
 
(1) 産業中分類別 

・平成２２年は、６０３３億円で、前年の５２７２億円に比べ、７６１億円（14.4％）増加した。 

・増減をみると、前年に比べ増加したのは、鉄鋼の４０３億円（100.4％）、電子部品・デバイスの１５５億円 

（30.8％）などの１７業種であった。一方、減少したのは、繊維の２２億円（▲12.0％）、食料品の１３億 

円（▲3.2％）などの７業種であった。                        （図６－１） 

・構成をみると、情報通信機械が１４８２億円（構成比24.6％)で最も多く、次いで鉄鋼の８０５億円（同 

13.3％）、電子部品・デバイスの６５７億円（同10.9％）などの順となっており、上位５業種で県全体の 

６４.４％を占めている。                              （図６－２） 

・構成比上位５業種をみると、前年に比べ鉄鋼など４業種で増加し、食料品の１業種で減少している。 

 （表６－１） 

・最も構成比の大きい情報通信機械を小分類別にみると、電子計算機が１４８０億円で全体の９９.９％を占 

めている。                                 （県統計表 第８表） 

・従業者規模別に構成をみると、４～９人及び２０～２９人の規模では食料品が最も多く、１０～１９人の規 

模では窯業・土石製品が、３０～９９人及び１００～２９９人の規模では輸送用機械が最も多くなっている。 

                                     （県統計表 第１５表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6-1 産業中分類別原材料使用額等の増減 

（H22年-H21年） 

図6-2 産業中分類別原材料使用額等の構成 

      (H22年) 

表6-1 産業中分類別原材料使用額等の推移（上位5業種） 

-133,780 

-40,141 
-216,872 

-30,172 
4,222 
48,554 
18,097 

557,695 
-9526

121,944 
106,295 

6,448 
-98,763 

4,034,625 

212,426 
199,416 

62,254 
196,360 

44,394 
1,545,702 

226,591 
273,322 

489,589 
-5,541 

食料品
飲料・たばこ・飼料

繊維
木材製品

家具
パルプ・紙

印刷
化学

石油・石炭製品
プラスチック製品

ゴム製品
皮革

窯業・土石製品
鉄鋼

非鉄金属
金属製品

はん用機械
生産用機械
業務用機械

電子部品・デバイス
電気機械

情報通信機械
輸送用機械

その他の製造業

単位：万円
情報通

信機械

1482

24.6%

鉄鋼

805

13.3%

電子部品・

デバイス・

657

10.9%

輸送用機械

531

8.8%

食料品

409

6.8%

生産用機械

276

4.6%

はん用機械

211

3.5%

その他合計

1661

27.5%

単位：億円

単位：万円、％

増減数 増減率

合　計 52,716,683 100.0 60 ,329 ,822 100.0 7,613,139 14.4

1 情報通信機械 14,543,503 27.6 14 ,816 ,825 24.6 273,322 1.9

2 鉄鋼 4,016,863 7.6 8 ,051 ,488 13.3 4,034,625 100.4

3 電子部品・デバイス 5,023,292 9.5 6 ,568 ,994 10.9 1,545,702 30.8

4 輸送用機械 4,818,648 9.1 5 ,308 ,237 8.8 489,589 10.2

5 食料品 4,226,631 8.0 4 ,092 ,851 6.8 ▲ 133,780 ▲ 3.2

順位
産業中分類

平成21年

対前年
実数 構成比 実数 構成比

平成22年



７ 付加価値額 (従業者４人以上の事業所) 

 
電子部品・デバイスで ２７０億円（９９.６％）、鉄鋼で １１６億円（２０.０％）の増加 
 
(1) 産業中分類別 

・平成２２年は、３３６９億円で、前年の２７６６億円に比べ、６０３億円（21.8％）増加した。 

・増減をみると、前年に比べ増加したのは、電子部品・デバイスの２７０億円（99.6％）、鉄鋼の１１６億円 

（20.0％）などの１７業種であった。一方、減少したのは、繊維の２７億円（▲19.8％）、家具の１２億 

円（▲25.4％）などの７業種であった。                       （図７－１） 

・構成をみると、鉄鋼が６９８億円（構成比20.7％)で最も多く、次いで電子部品・デバイスの５４１億円 

（同16.1％）、食料品の２８１億円（同8.3％）などの順となっており、上位５業種で県全体の５７.９％を 

占めている。                                    （図７－２） 

・構成比上位５業種をみると、前年に比べ鉄鋼など４業種で増加し、食料品の１業種で減少している。 

 （表７－１） 

・従業者規模別に構成をみると、４～９人及び２０～９９人の規模では食料品が最も多く、１０～１９人の 

規模では窯業・土石製品が、１００～２９９人の規模では輸送用機械が、３００人以上の規模では鉄鋼が最 

も多くなっている。                            （県統計表 第１６表） 

・１事業所当たりの金額をみると、全体では２４８百万円で、前年の１９５百万円に比べ、５３百万円（26.9％） 

増加した。産業中分類別では、電子部品・デバイスが２１６６百万円（前年に比べ115.5％増）で最も大き 

く、次いで鉄鋼の２１１６百万円、非鉄金属の１５３１百万円などの順となっている。（県統計表 第１９表） 

・従業者１人当たりの金額をみると、全体では７８８万円で、前年の６５４万円に比べ、１３４万円（20.5％） 

増加した。産業中分類別では、鉄鋼が１７９２万円（前年に比べ16.5％増）で最も多く、次いで石油・石 

炭製品の１６０４万円、化学の１５７０万円などの順となっている。      （県統計表 第１９表） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7-1 産業中分類別付加価値額の増減（H22年-H21年） 図7-2 産業中分類別付加価値額の構成（H22年） 

表7-1 産業中分類別付加価値額の推移（上位5業種） 

-51,650 
13,183 

-268,149 
260,569 

-115,346 
329,052 

52,920 
168,360 

16,806 
-42,049 

62,821 
-523 

-84,767 
1,162,348 

285,236 
-38,235 

175,769 
58,651 

225,849 
2,701,664 

143,895 
154,083 

819,195 
2,601 

食料品
飲料・たばこ・飼料

繊維
木材製品

家具
パルプ・紙

印刷
化学

石油・石炭製品
プラスチック製品

ゴム製品
皮革

窯業・土石製品
鉄鋼

非鉄金属
金属製品

はん用機械
生産用機械
業務用機械

電子部品・デバイス
電気機械

情報通信機械
輸送用機械

その他の製造業

単位：万円

鉄鋼

698

20.7%

電子部品・

デバイス・

541

16.1%

食料品

281

8.3%輸送用機械

231

6.9%

生産用機械

200

5.9%

はん用機械

182

5.4%

窯業・・

土石製品

156

4.6%

その他合計

1079

32.0%

単位：億円

単位：万円、％

増減数 増減率

合　計 27,655,702 100.0 33 ,687 ,985 100.0 6,032,283 21.8

1 鉄鋼 5,819,029 21.0 6 ,981 ,377 20.7 1,162,348 20.0

2 電子部品・デバイス 2,713,117 9.8 5 ,414 ,781 16.1 2,701,664 99.6

3 食料品 2,863,540 10.4 2 ,811 ,890 8.3 ▲ 51,650 ▲ 1.8

4 輸送用機械 1,491,092 5.4 2 ,310 ,287 6.9 819,195 54.9

5 生産用機械 1,939,276 7.0 1 ,997 ,927 5.9 58,651 3.0

順位
産業中分類

平成21年 平成22年

対前年
実数 構成比 実数 構成比



 

(4)市町村別・圏域別 

・平成２２年は、安来市が７２８億円で最も多く、次いで斐川町の５０７億円、出雲市の４９２億円などの順 

となっており、この３市町で全体の５１.２％を占めている。      （図７－４、市町村表 第６表） 

・増減をみると、前年に比べ増加したのは、斐川町の２４８億円、安来市の２０９億円、大田市の４１億円な 

どの１５市町であった。一方、減少したのは、飯南町の１０億円減、隠岐の島町の４億円減などの５市町で 

あった。                                  （市町村表 第６表） 

・圏域別にみると、松江地区が１１８５億円で最も多く、次いで出雲地区の９９８億円などの順となっており、

出雲地区及び松江地区の２圏域で全体の６４.８％を占めている。    （図７－５、市町村表 第６表） 
 

図7-4 上位市町村の付加価値額の推移 

図7-5 圏域別付加価値額の推移 
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※H19 年から調査内容が変更になったため、H18 年以前の数値とは接続しない。 

※H19 年から調査内容が変更になったため、H18 年以前の数値とは接続しない。 
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